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議案第１７２号 川崎市専用水道の水道技術管理者の資格に

関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

 

１ 条例改正の背景 

水道法施行令の一部改正（令和６年政令第１０２号） 

 

２ 改正の主な内容 

（１）履修科目に応じた実務従事経験年数の見直し 

   専用水道における水道技術管理者の資格要件については、大学の土木工学科又はこ

れに相当する課程における履修科目に応じた実務従事経験年数を定めていたところ、

履修科目に関わらず、実務従事経験年数を３年以上とするもの 

    改正前 改正後 

課  程 大学の土木工学科又はこれに相当する課程 同左 

履修科目 
衛生工学又は水道工学

に関する学科目 
左記以外の学科目 履修科目に 

かかわらず 

３年以上 
実務従事 

経験年数 
２年以上 ３年以上 

  ※ 専用水道とは、寄宿舎、社宅、療養所等における自家用の水道その他水道事業の

用に供する水道以外の水道であって、１００人を超える者にその居住に必要な水を

供給する施設等をいう。 

（２）実務従事経験年数が緩和される専用水道の見直し 

   水道技術管理者の資格要件に必要となる実務従事経験年数が２分の１に緩和される

専用水道を、１日最大給水量が１，０００立方メートル以下のものから、１０，００

０立方メートル以下のものに拡大するもの 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日から施行 
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資料１



 

川崎市専用水道の水道技術管理者の資格に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市専用水道の水道技術管理者の資格に関する条例 ○川崎市専用水道の水道技術管理者の資格に関する条例 

平成２４年１２月１４日条例第６６号 平成２４年１２月１４日条例第６６号

  

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、水道法（昭和３２年法律第１７７号。以下「法」とい

う。）第３４条第１項において準用する法第１９条第３項の規定に基づき、

本市が設置する専用水道における水道技術管理者の資格に関し必要な事項

を定めるものとする。 

第１条 この条例は、水道法（昭和３２年法律第１７７号。以下「法」とい

う。）第３４条第１項において準用する法第１９条第３項の規定に基づき、

本市が設置する専用水道における水道技術管理者の資格に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（水道技術管理者の資格） （水道技術管理者の資格） 

第２条 法第３４条第１項において準用する法第１９条第３項に規定する条

例で定める資格は、次の各号のいずれかに該当する者であることとする。 

第２条 法第３４条第１項において準用する法第１９条第３項に規定する条

例で定める資格は、次の各号のいずれかに該当する者であることとする。 

(１) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除く。）

において土木工学科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、３年

以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(１)学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除く。

以下同じ。）の土木工学科又はこれに相当する課程において衛生工学又

は水道工学に関する学科目を修めて卒業した後、２年以上水道に関する

技術上の実務に従事した経験を有する者 

（削除） (２)学校教育法による大学の土木工学科又はこれに相当する課程におい

て衛生工学及び水道工学に関する学科目以外の学科目を修めて卒業し

た後、３年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(２)学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を含

む。）又は高等専門学校において土木科又はこれに相当する課程を修め

て卒業した後（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した

後）、５年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(３)学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を含

む。）又は高等専門学校において土木科又はこれに相当する課程を修め

て卒業した後（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した

後）、５年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(３)学校教育法による高等学校又は中等教育学校において土木科又はこれ

に相当する課程を修めて卒業した後、７年以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者 

(４)学校教育法による高等学校又は中等教育学校において土木科又はこれ

に相当する課程を修めて卒業した後、７年以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者 

(４)前３号に規定する学校において工学、理学、農学、医学若しくは薬学 (５)第１号、第３号及び第４号に規定する学校において土木工学以外の工
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資料２



 

改正後 改正前 

の課程又はこれらに相当する課程（土木工学科及び土木科並びにこれら

に相当する課程を除く。）を修めて卒業した後（学校教育法による専門

職大学の前期課程にあっては、修了した後）、第１号に規定する学校を

卒業した者については４年以上、第２号に規定する学校を卒業した者（同

法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した者）については６

年以上、前号に規定する学校を卒業した者については８年以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者 

学、理学、農学、医学若しくは薬学に関する学科目又はこれらに相当す

る学科目を修めて卒業した後（学校教育法による専門職大学の前期課程

にあっては、修了した後）、第１号に規定する学校を卒業した者につい

ては４年以上、第３号に規定する学校を卒業した者（同法による専門職

大学の前期課程にあっては、修了した者）については６年以上、第４号

に規定する学校を卒業した者については８年以上水道に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者 

(５)１０年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 (６)１０年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(６)規則で定めるところにより、前各号に掲げる者と同等以上の技能を有

すると認められる者 

(７)規則で定めるところにより、前各号に掲げる者と同等以上の技能を有

すると認められる者 

２ １日最大給水量が１０，０００立方メートル以下である専用水道につい

ては、前項第１号中「３年以上」とあるのは「１年６月以上」と、同項第

２号中「５年以上」とあるのは「２年６月以上」と、同項第３号中「７年

以上」とあるのは「３年６月以上」と、同項第４号中「４年以上」とある

のは「２年以上」と、「６年以上」とあるのは「３年以上」と、「８年以

上」とあるのは「４年以上」と、同項第５号中「１０年以上」とあるのは

「５年以上」とそれぞれ読み替えるものとする。 

２ １日最大給水量が１，０００立方メートル以下である専用水道について

は、前項第１号中「２年以上」とあるのは「１年以上」と、同項第２号中

「３年以上」とあるのは「１年６月以上」と、同項第３号中「５年以上」

とあるのは「２年６月以上」と、同項第４号中「７年以上」とあるのは「３

年６月以上」と、同項第５号中「４年以上」とあるのは「２年以上」と、

「６年以上」とあるのは「３年以上」と、「８年以上」とあるのは「４年

以上」と、同項第６号中「１０年以上」とあるのは「５年以上」とそれぞ

れ読み替えるものとする。 
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